
業務棚卸評価シート

（左側）
1/14

25年度 26年度 27年度 117,168 117,168

1 総 地籍調査事業

災害復旧、税
務、公共事業、
都市計画等、行
政の重要な基礎
資料として幅広
く利活用するた
め地籍調査を実
施する。

土地所
有者

政
策

地籍調査実施計
画の策定(地籍調
査事業計画の策
定）

実施計画案の
作成(事業計画
案の作成）

国県との協
議・市民周知
(・国県との協
議・市民周知
・都市部官民境
界基本調査の実
施)

都市部官民境
界基本調査の
実施
(官民境界等先
行調査の実施)

5

業
務
計
画

当初目標
は達成出
来た。

Ａ
関係機関・関係部署との
調整や打ち合わせ等によ
り、本年度本格実施に向
けて準備が出来た。

1 地籍調査事業
国・県との協議
及び市民周知

①国・県との
ヒアリング
②市広報紙・
市ＨＰ掲載
③自治会への
説明会実施

①各１回
②年２回
③年４回

①各１回
②年２回
③年４回

業
務
計
画

1 地籍調査事業
システム構築・
導入の検討

①システム構
築・導入に伴
う業者打ち合
わせ
②情報推進課
と協議

①年４回　

②年１回

①年１３回
②年１回・
情報推進化
会議
（10/8)

業
務
計
画

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業
都市部官民境界
基本調査の実施

資料調査及び
提供・法務局
との調整
測量業者との
打ち合わせ

調査面積
４８．６１
ha

調査面積
４８．６１
ha

業
務
計
画

1 地籍調査事業
Ｈ２７年度実施
官民境界等先行
調査の準備

設計書・仕様
書の作成

平成２６年
８月

平成２７年
３月

業
務
計
画

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業
神奈川県国土調
査推進協議会

総会及び研修
会・講習会へ
の参加

年４回
年４回 5

業
務
計
画

課かい名

施策目標

建設総務課

道水路敷の効率的な管理・利用を進める

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動



業務棚卸評価シート

（右側）
2/14

1 総 地籍調査事業

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業

1 地籍調査事業

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

146,945 146,945

2.71 15,796

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

国・県との協議
及び市民周知

①国・県との
ヒアリング
②市広報紙・
市ＨＰ掲載
③住民説明
会・自治会へ
の説明会実施

①各１回
②年２回
③年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

業
務
計
画

予
算
な
し

システムのリー
ス及び保守業務
委託

①地籍調査支
援システムの
リース
②保守点検及
び管理・運用

①平成２８
年３月
(５ヶ年契
約）
②年３回
(定期）及
び緊急対応

1,949

業
務
計
画

業
務
計
画

予
算
な
し

業
務
計
画

予
算
な
し

Ｈ２７年度実施
官民境界等先行
調査の実施

街区に係る官
民及び官官境
界の筆界点を
確認するため
の調査

東海岸南４
丁目及び浜
須賀の一部　
　
０．２４㎢

13,702

業
務
計
画

増
や
す

神奈川県国土調
査推進協議会

総会及び研修
会・講習会へ
の参加

年４回
145

業
務
計
画

増
や
す

建設総務課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 117,168 117,168

課かい名

施策目標

建設総務課

道水路敷の効率的な管理・利用を進める

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

2 総
道路の認定及
び廃止

地域住民及び道
路利用者の道路
交通の利便性の
向上を図る。

道路利
用者

定
例
定
型

提案回数 年４回 年４回 年４回

業
務
計
画

年４回 Ａ 期間内に完了し、適切に
調整、管理できた

2
道路の認定及
び廃止

市議会定例会へ
の提案

提案回数 年４回 年４回

業
務
計
画

3 総

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

道路情報管理シ
ステムを活用
し、地域住民の
利便を図るた
め、道水路の境
界確定・復元測
量・境界確定図
等の交付を行
う。

市民・
事業者
等

定
例
定
型

①境界確定②復
元測量③境界確
定図等の交付

①40件
②600件
③7,700件
(③10,000件)

①40件
②600件
③7,700件
(③10,000件)

①40件
②600件
③7,700件
(③10,000件)

67,632

業
務
計
画

①46
②433
③11,742

Ａ
境界確定及び境界復元を
的確に行うことができ
た。

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

未確定道水路の
境界確定

境界確定件数
年
４０件

年
４６件

14,513

業
務
計
画

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

確定済み道水路
の復元測量

復元等件数
年
６００件

年
４３３件

46,457

業
務
計
画

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

境界確定図・確
定証明・道路幅
員証明の交付

境界確定図等
交付件数

年
10,000件

年
11,742件

業
務
計
画

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

境界石等の購入
境界石等の購
入

年１回 年９回 2,810

業
務
計
画

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

境界確定及び復
元業務後のデー
タ処理

データ処理件
数

年
５４０件

年
４７９件

1,029

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
4/14

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

2 総
道路の認定及
び廃止

2
道路の認定及
び廃止

3 総

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

146,945 146,945

建設総務課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.53

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

市議会定例会へ
の提案

提案回数 年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

7.22 61,041

業
務
計
画

あり（26
年度に追
加）

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

未確定道水路の
境界確定

境界確定件数
年
４０件

9,522

業
務
計
画

維
持

確定済み道水路
の復元測量

復元等件数
年
６００件

43,534

業
務
計
画

あり（26
年度に追
加）

⑥市役所の変
革

５件
申請者負担に
よる境界復元
件数

27

世界測地系によ
る測量を行い境
界確定図を作成
している箇所に
係る境界復元に
ついて、市の負
担又は申請者の
負担の選択制と
する。

維
持

境界確定図・確
定証明・道路幅
員証明の交付

境界確定図等
交付件数

年
10,000件

業
務
計
画

予
算
な
し

境界石等の購入
境界石等の購
入

年１回 2,837

業
務
計
画

維
持

境界確定及び復
元業務後のデー
タ処理

データ処理件
数

年
５４０件

1,062

業
務
計
画

維
持
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（左側）
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25年度 26年度 27年度 117,168 117,168

課かい名

施策目標

建設総務課

道水路敷の効率的な管理・利用を進める

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

道路情報管理シ
ステム運用保守
業務等

道路情報管理
システム保守
管理

年２回
（随時緊急
対応）

年２回
（随時緊急
対応）

2,823

業
務
計
画

4 総
４級基準点測
量取付業務

測量法・不動産
登記法の改正及
び地震等の大規
模災害に対応で
きる基盤整備を
図る。

市民・
事業者
等

政
策

①４級基準点測
量取付業務
②システム再構
築・改修

①年２５０現
場
②実施年

①年２５０現
場

①年２５０現
場

11,964

業
務
計
画

年158現
場(382
点)

Ａ

DID地区内の申請の占め
る割合が多く、既設の街
区基準点を効果的に活用
することができたため当
初の見込みを下回ったも
のの、基盤整備に向けて
適正に管理、運用ができ
た。

4
４級基準点測
量取付業務

世界測地による
座標管理を行う
ため４級基準点
を使用した観測
の実施

４級基準点測
量取付業務

年２５０現
場(500点)

年１５８現
場(382点）

11,964

業
務
計
画

5 総

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

申請者の土地利
用・地域住民の
利便を図るとと
もに不用な法定
外公共用物等の
処理を行う。

申請
者・地
域住民

定
例
定
型

年間完了件数
(①年間
協議件数
②年間
完了件数
③年間
折衝件数)

３０件
(①年５０件
②年３０件
③年３０件)

３０件
(①年５０件
②年３０件
③年３０件)

３０件
(①年５０件
②年３０件
③年３０件)

9,342

業
務
計
画

①年２８
件

②年３２
件

③年４２
件

Ａ 期間内に完了し、適切に
調整、管理できた

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

道水路管理者等
と協議し交換・
払下げ処理。不
用道水路の有効
活用

①年間
協議件数
②年間
完了件数
③年間
折衝件数

①年５０件
②年３０件
③年３０件

①年２８件
②年３２件
③年４２件

業
務
計
画

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

民間力による不
用水路払下げ処
理業務(抽出・現
地調査から折
衝・事前申請)

委託契約によ
る成果物の納
入期限

平成27年
３月

平成27年
３月

9,050

業
務
計
画

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

道水路敷台帳管
理システム管
理・運用上の
データ処理

データ処理件
数

年５０件 年２８件

業
務
計
画

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

道水路敷台帳管
理システム運用
保守業務

システム保守
点検

年４回
（随時緊急
対応）

年４回
（随時緊急
対応）

292

業
務
計
画
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

3

道水路の境界
確定及び境界
確定図等の交
付

4 総
４級基準点測
量取付業務

4
４級基準点測
量取付業務

5 総

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

146,945 146,945

建設総務課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

道路情報管理シ
ステム運用保守
業務等

道路情報管理
システム保守
管理及び移設

年２回
（随時緊急
対応）28年
1月

4,086

業
務
計
画

維
持

1.88 17,388

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

世界測地による
座標管理を行う
ため４級基準点
を使用した観測
の実施

４級基準点測
量取付業務

年２５０現
場

17,388

業
務
計
画

維
持

2.01 23,487

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

道水路管理者等
と協議し交換・
払下げ処理。不
用道水路の有効
活用

①年間
協議件数
②年間
完了件数
③年間
折衝件数

①年５０件
②年３０件
③年３０件

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

収入見込額
20,000千円/年

道水路敷及び
土手敷の売却
による収入見
込額/年間

25

積極的に払い下
げに取組むため
に一路線単位か
ら部分単位での
処理を可能とし
た

予
算
な
し

民間力による不
用水路払下げ処
理業務(抽出・現
地調査から折
衝・事前申請)

委託契約によ
る成果物の納
入期限

平成28年
３月

9,018

業
務
計
画

維
持

道水路敷台帳管
理システム管
理・運用上の
データ処理

データ処理件
数

年５０件

業
務
計
画

予
算
な
し

道水路敷台帳管
理システム運用
保守業務

システム保守
点検及び移設

・年４回
（随時緊急
対応）
・28年１月

562

業
務
計
画

維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
7/14

25年度 26年度 27年度 117,168 117,168

課かい名

施策目標

建設総務課

道水路敷の効率的な管理・利用を進める

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

土地所有権確認
請求事件

土地所有権確
認請求事件の
和解

平成２７年
３月

平成２７年
３月

0

6 総
道路台帳の補
正

道路の詳細な情
報を整備し、必
要な情報を市民
及び事業者に提
供する。

市民・
事業者
等

定
例
定
型

道路台帳補正の
完了期限

３月 ３月 ３月 9,018

業
務
計
画

平成２７
年３月 Ａ 期間内に完了し、適切に

調整、管理できた

6
道路台帳の補
正

認定、廃止、区
域変更等が生じ
た市道について
の道路台帳補正

道路台帳補正
の完了期限

平成27年
３月

平成27年
３月

9,018

業
務
計
画

7 総
公共基準点の
設置及び管理

世界測地系の基
準点を使用する
高精度かつ統一
的な測量を推進
する。

基準点
を使用
して測
量を行
う者

定
例
定
型

①成果品の納入
期限②基準点・
測量成果使用承
認決定書交付件
数

①３月
②２５０件

①３月
②２５０件

①３月
②２５０件

12,647

業
務
計
画

①平成27
年3月
②355件

Ａ 期間内に完了し、適正に
調整、管理できた

7
公共基準点の
設置及び管理

公共基準点の新
設・移設及び維
持管理

委託契約によ
る成果物の納
入期限

平成27年
３月

平成27年
３月

12,059

業
務
計
画

7
公共基準点の
設置及び管理

測量成果等の使
用承認決定書交
付

基準点・測量
成果使用承認
決定書交付件
数

年250件 年355件

業
務
計
画

7
公共基準点の
設置及び管理

基準点管理シス
テム運用保守業
務

保守点検
年１２回
(随時緊急
対応)

年１２回
(随時緊急
対応)

588

業
務
計
画

8 総
公共基準点の
市内全域整備
計画事業

世界測地系の基
準点を使用する
高精度かつ統一
的な測量を推進
する。そのため
に基準点の適正
配置を行う。

基準点
を使用
して測
量を行
う者

政
策
公共基準点の設
置

２級：６点
(２級:７点
３級:１点)

２級：７点
(３級
　　30点)

２級：７点
(３級
　　30点)

6,376
３級基準
点：35点 Ａ 期間内に完了し、適正に

調整、管理できた

8
公共基準点の
市内全域整備
計画事業

３級基準点の設
置

公共基準点の
設置数

３級基準点
３０点

３級基準点
３5点

6,376



業務棚卸評価シート

（右側）
8/14

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

5

道路の寄附、
道水路交換、
付替え及び払
下げ

6 総
道路台帳の補
正

6
道路台帳の補
正

7 総
公共基準点の
設置及び管理

7
公共基準点の
設置及び管理

7
公共基準点の
設置及び管理

7
公共基準点の
設置及び管理

8 総
公共基準点の
市内全域整備
計画事業

8
公共基準点の
市内全域整備
計画事業

146,945 146,945

建設総務課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

土地所有権確認
請求事件

土地所有権確
認請求事件の
和解に基づく
手続

平成２７年
７月

13,907

予
算
な
し

0.32 9,352 なし 未 高 高 高 現状維持
維
持

認定、廃止、区
域変更等が生じ
た市道について
の道路台帳補正

道路台帳補正
の完了期限

平成28年
３月

9,352
維
持

0.35 12,968

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

公共基準点の新
設・移設及び維
持管理

委託契約によ
る成果物の納
入期限

平成28年
３月

12,204

業
務
計
画

維
持

測量成果等の使
用承認決定書交
付

基準点・測量
成果使用承認
決定書交付件
数

年250件

業
務
計
画

維
持

基準点管理シス
テム運用保守業
務

保守点検及び
移設

・年１２回
(随時緊急
対応)
・28年１月

764

業
務
計
画

維
持

0.56 6,718

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

３級基準点の設
置

公共基準点の
設置数

３級基準点
３０点

6,718

業
務
計
画

維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
9/14

25年度 26年度 27年度 117,168 117,168

課かい名

施策目標

建設総務課

道水路敷の効率的な管理・利用を進める

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

9 総
道路の区域変
更及び供用開
始

地域住民及び道
路利用者の道路
交通の利便性の
向上を図りま
す。

地域住
民・道
路利用
者

定
例
定
型

年間告示件数 ２０件 ２０件 ２０件 年３５件 Ａ 適切に区域変更及び供用
開始できた

9
道路の区域変
更及び供用開
始

市道の区域変更
及び供用開始の
告示

年間告示件数 年２０件
年３５件

10 総 水路等の廃止

申請者の土地利
用の利便性を図
るとともに不用
の法定外公共用
物等の処理を行
う。

水路敷
に隣接
してい
る土地
の所有
者

定
例
定
型

水路敷等用途廃
止件数

１５件 １５件 １５件 年１５件 Ａ 適切に用途廃止ができた

10 水路等の廃止

事前協議書・本
申請書の収受及
び管理者等との
協議・回答

水路敷等用途
廃止件数

年１５件 年１５件

11 総
開発事前協議
及び編入同意

良好な都市環境
を形成し土地の
有効利用を図る
ため、開発事前
協議申請及び開
発行為に伴う公
共用財産の編入
同意申請処理を
行う。

開発事
業者

定
例
定
型

事務処理件数

・開発事前協
議８５件
・編入同意３
件(７件)

・開発事前協
議８５件
・編入同意３
件(７件)

・開発事前協
議８５件
・編入同意３
件(７件)

年76件
年 2件 Ａ 事前協議及び編入同意事

務について適切にできた

11
開発事前協議
及び編入同意

開発事前協議書
の受理、現地調
査及び回答

年間事務処理
件数

年８５件 年７６件

11
開発事前協議
及び編入同意

開発行為に伴う
公共財産の編入
同意書の受理、
現地調査及び同
意

年間事務処理
件数

年　７件 年２件

12 総
建設部門間の
全般業務の調
整

建設部門間の事
業調整により、
計画的な工事施
工及び工事施工
地域住民の市民
生活への影響を
軽減する。

工事施
工者・
施工地
域周辺
の市民

定
例
定
型

開催件数 ２回 ２回 ２回 年２回 Ａ 関係課及び関係機関との
情報共有が図られた



業務棚卸評価シート

（右側）
10/14

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

9 総
道路の区域変
更及び供用開
始

9
道路の区域変
更及び供用開
始

10 総 水路等の廃止

10 水路等の廃止

11 総
開発事前協議
及び編入同意

11
開発事前協議
及び編入同意

11
開発事前協議
及び編入同意

12 総
建設部門間の
全般業務の調
整

146,945 146,945

建設総務課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.23 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

市道の区域変更
及び供用開始の
告示

年間告示件数 年２０件

予
算
な
し

0.62 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

事前協議書・本
申請書の収受及
び管理者等との
協議・回答

水路敷等用途
廃止件数

年１５件

予
算
な
し

0.48 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

開発事前協議書
の受理、現地調
査及び回答

年間事務処理
件数

年８５件

予
算
な
し

開発行為に伴う
公共財産の編入
同意書の受理、
現地調査及び同
意

年間事務処理
件数

年　７件

予
算
な
し

0.12 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
11/14

25年度 26年度 27年度 117,168 117,168

課かい名

施策目標

建設総務課

道水路敷の効率的な管理・利用を進める

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

12
建設部門間の
全般業務の調
整

道路占用調整会
議

開催回数 年２回 年２回

13 総
国有財産の譲
与申請

管理制限の権原
を明確にするほ
か、地域住民の
要請に応じつ
つ、適切な維持
管理を図る。

道水路
利用者

定
例
定
型

適正処理率 １００％ １００％ １００％ ０件 Ｚ 申請なし

13
国有財産の譲
与申請

国有財産の譲与
申請事務

適正処理率
（年間受理件
数）

１００％
（年1件）

１００％
(申請なし)

14 総
神奈川県都市
土木行政連絡
協議会

神奈川県都市間
の緊密なる連絡
協議により土木
行政の円滑かつ
強力な推進を図
る。

職員

定
例
定
型

総会、研究会及
び研修会への参
加

３回 ３回 ３回 15 年４回 Ａ 研修会を通じて職員の資
質向上が図られている。

14
神奈川県都市
土木行政連絡
協議会

総会、研究会及
び研修会への参
加

総会、研究会
及び研修会へ
の参加

年３回 年４回 15

15 総
境界確定等実
務担当者連絡
協議会

関係各市間の緊
密なる連絡協議
により境界確定
事務の円滑かつ
強力な推進を図
る。

職員

定
例
定
型

総会、研究会及
び研修会への参
加

３回 ３回 ３回 3 年６回 Ａ
実地研修会等を通じて職
員の知識向上が図られて
いる。

15
境界確定等実
務担当者連絡
協議会

総会、研究会及
び実地研修会へ
の参加

総会、研究会
及び実地研修
会への参加

年３回 年６回 3

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波伴う諸
現象による同時
多発的災害が発
生した場合に、
被害を軽減し、
応急対策活動を
課として迅速的
確に対処する。



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

12
建設部門間の
全般業務の調
整

13 総
国有財産の譲
与申請

13
国有財産の譲
与申請

14 総
神奈川県都市
土木行政連絡
協議会

14
神奈川県都市
土木行政連絡
協議会

15 総
境界確定等実
務担当者連絡
協議会

15
境界確定等実
務担当者連絡
協議会

888 総
災害応急対策
活動

146,945 146,945

建設総務課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

道路占用調整会
議

開催回数 年２回

予
算
な
し

0.09 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

国有財産の譲与
申請事務

適正処理率
（年間受理件
数）

１００％
（年1件）

予
算
な
し

0.08 15 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

総会、研究会及
び研修会への参
加

総会、研究会
及び研修会へ
の参加

年３回 15
維
持

0.11 3 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

総会、研究会及
び実地研修会へ
の参加

総会、研究会
及び実地研修
会への参加

年３回 3
維
持

0.32 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 117,168 117,168

課かい名

施策目標

建設総務課

道水路敷の効率的な管理・利用を進める

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

888
災害応急対策
活動

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年
４月・１０
月

２７年
４月・１０
月

888
災害応急対策
活動

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年
４月・１０
月

２７年
４月・１０
月

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回 ２回

888
災害応急対策
活動

統括調整部情報
班の応急対策活
動の習熟

統括調整部情
報班での訓
練・研修等の
実施

６回 ６回

888
災害応急対策
活動

統括調整部情報
班の応急対策活
動の習熟

統括調整部応
急復旧対策班
での訓練・研
修等の実施

３回 ３回

888 総 庁内共通事務
参考図書追録・
消耗品等の購入
及び資料印刷費

参考図書追
録・消耗品等
の購入及び資
料印刷費

平成27年
３月

平成27年
３月

166 166
平成２７
年３月 Ａ

参考図書の追録は業務の
遂行上の参考になってい
る

999 総 部内調整事務
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888 総 庁内共通事務

999 総 部内調整事務

146,945 146,945

建設総務課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２７年
４月・１０
月

予
算
な
し

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年
４月・１０
月

予
算
な
し

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

予
算
な
し

統括調整部情報
班の応急対策活
動の習熟

統括調整部情
報班での訓
練・研修等の
実施

６回

予
算
な
し

統括調整部情報
班の応急対策活
動の習熟

統括調整部応
急復旧対策班
での訓練・研
修等の実施

３回

予
算
な
し

参考図書追録・
消耗品等の購入
及び資料印刷費

参考図書追
録・消耗品等
の購入及び資
料印刷費

平成28年
３月

0.23 177 177 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

0.2 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し


